



















































まず、第 3 章第 1 節第 1 項、第 2 項では、各国の概念フレームワークにおける財務報告
の目的や財務報告を構成する財務情報の質的特性について考察した。続いて、第 2 章で触
れた自己創設のれんについて、財務報告の目的では、どのような処理をされているかにつ
いて第 3 項で触れた。そして、第 4 項では、投資家の意思決定のプロセスについて論じて
いる。
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1970 年に公表された Accounting Principle Board Opinion(以下 APBO)17 ではのれんは
40 年以内に償却することが定められていた。その後、1995 年の Statement of Financial























ではこの減損テストについて見てみよう。 Statement of Financial Accounting




減損テストの第一段目は、のれんを含む RU の公正価値が、RU の帳簿価額を下回って
いるかどうかをテストする。その結果、RU の公正価値が、RU の帳簿価額を下回った場
合に第二段の減損テストが行われる。具体的には RU におけるのれんの帳簿価額とのれん







































































改訂された International Accounting Standards (以下 IAS)22 号「企業結合」においての
れんは耐用年数で償却され、その耐用年数が 20 年を超えることはないという反証可能な
仮定があるとされていた。しかし、IASB より 2002 年に公表された IFRS3ED ではのれん
の償却を禁止することが提案された。 (IASB 2004c, par.BC136)その後は 2004 年公表
の IFRS 3 号や 2008 年公表の IFRS3 号（R）でものれんは非償却とされ、現在に至って
いる。非償却という論拠は上述した米国基準の論拠とほぼ同様であると考える。
第２項 IFRS におけるのれんの減損処理
次にのれんの減損処理について論じたい。IFRS では 2004 年に公表された IAS36 号「資
産の減損」において、のれんの減損処理を行うこととされている。(par.96) 具体的にはの
れんを含む資金生成単位（以下 CGU）または当該 CGU のグループの簿価とその回収可能
価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方）とを比較し、当該回収可能価額がその












また、減損損失が認識、測定された CGU または CGU のグループの減損損失はまず、
当該 CGU 又は CGU に含まれているのれんに配分され、のれんの額がゼロになった時点













い。IFRS では IAS38 号で自己創設のれんの認識を禁止している点から、その整合性を持
ってのれんの減損損失の戻入は禁止されている（IAS36,BC125）。
第５項 まとめ


























減損損失の認識 割引前 CF 公正価値 回収可能価額
減損損失の表示 回収可能価額 公正価値 回収可能価額
減損損失の表示 特別損失 営業費用 営業費用























































































































































Ronald Ma and Roger Hopkins(以下 Ma and Hopkins)を、後者については 20 世紀末に


















構成要素別に分解する考え方は、FASB や IASB に採用され、最終的にはシナジー的の
れん観へと発展し、のれん概念を考える際にきわめて重要な考え方となっていった。
(2) Johnson and Petrone(1998)



























また SFAS141(R)では Johnson and Petrone(1998)において提示されていたのれんの
6 つの構成要素と同じ構成要素が挙げられており、そのなかにある構成要素 3，4 を本質
的なのれんとしてコアのれんとしているのは注目に値する。また IASB では、IFRS 3
におけるのれんの定義で、従来のようにのれんを残余としてではなく、積極的に独立し
た価値あるものとして見ている。
その後 FASB と IASB による企業結合に関する見直し作業の共同プロジェクトが行わ
れ、二つの基準で「のれんとは、個別に識別されず分離して認識できない諸資産から生
じる将来の経済的便益である。」という共通ののれんの定義が提示された。将来の経済



































































また 1999 年の FASB では、のれんの測定については、償却の期間が、従来の 40 年か



























しかし、国際的な証券市場の拡大に応じて、1987 年に International Organization of
Securities Commissions(以下 IOSCO)が IASC の諮問委員会のメンバーに加わったあたり
から、事態は変わり始める。より統一的な会計基準の確立が必要になったためである。IASC
は IOSCO の支援のもと、1989 年に E32「Comparability of financial statements to the
accounting business」を公表した。E32 ではのれん会計について、概念的枠組みや国際的
動向を論拠として、持分控除法の禁止が提案された。(par.166)















効期間が 5 年を超える識別可能資産と関連する正当な理由がある場合、20 年を限度として
償却できることを規定している(par.41)。しかし、その後の E50「無形資産」13などへのコ
メントから、償却期間の最長期間に人為的な制限を設けるのは好ましくないという意見が
相次ぎ、その後、1998 年に公表した E60「Intangible assets」、E61「Business combinations」
では、減損テストなどを課したうえでの 20 年以上の償却を認めた。この流れを受けて 1998
年には、IAS36「資産の減損」と共に、IAS22 が公表された。
特徴としては、20 年を最長とする償却期間、20 年以上の償却期間を説得的な証拠があ
るなら、20 年以上の償却を認める、のれんの償却期間が 20 年を超えた場合、毎期減損テ
ストを実施し、その理由を開示などが挙げられる。この減損テストの実施などは、現在の


























米国の会計基準設定主体である FASB における概念フレームワーク Conceptual




IFRS の設定主体である IASB における概念フレームワーク Conceptual Framework






























































































性の高い将来の経済的便益」(FASB 1985,par.26;平松・広瀬訳 2002, 297 参照)と言及
されている。IASB では、「The future economic benefit embodied in an asset is the
















































































18 2005 年に FASB より公表された SFAS141(R)ED および IFRS3(R)ED において提案され、
それらの確定基準である SFAS141(R)および IFRS(3)において正式に採用された。
32
形資産を分離区分するための要件である。これは、SFAS141 や IFRS3、IAS38 には、
このことが言及されている。したがって、FASB や IASB において、のれんとその他の
資産の性格を考える際に識別可能性が重視されないのは、自然なことである。
全部のれんは、1991 年に公表された FASB の討議資料 An Analysis of Issues related




























例えば、内生のシナジーが、資産 A と資産 B とノウハウ（無形財）を組み合わせて生















































測定する考え方である。例えば、耐用年数 50 年、残存価額 100 の建物を 1000 で買った

























































































































































































































































測定して開示することである。」とある。FASB の Conceptual Framework for financial
reporting では「財務報告は、現在および将来の投資者、債権者その他の情報利用者が合
理的な投資、与信およびそれに類似する意思決定を行うに当たって有用な情報を提供しな
ければならない。」とある。なお、FASB と IASB は現在、共同プロジェクトを行ってい



































































































具備する質的特性について論じた。そこで、FASB と IASB の概念フレームワークの質
的特性についても触れていきたい。





























































かし、FASB や IASB の概念フレームワークと大きく異なる要素として、構成要素の定
義は財務報告の目的と財務諸表の役割に適合するかぎりで意味を持つとされ、財務報告
の対象となる項目は財務報告の目的の達成に寄与し、財務諸表に期待される役割を果た
21 FASB や IASB では自己創設した無形資産の資産計上は認められていない。(SFAS,142
号,para10,IAS,NO.38,para.48)
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次に IFRS の無形資産の処理について触れておきたい。IAS38 では、自己創設無形資産
を研究局面と開発局面から発生したものに大別し、研究に関しては費用処理、開発から生
62
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